
２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】
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千円

他課の協力分

千円
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政
策
体
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政策
小政策
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４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

成
果
指
標

対
象
指
標
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活
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1
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1
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1
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0
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0

0.0603,000 563

3,000 563

市民数

回

％

回

29年度（計画）28年度（計画）

人

26年度（実績）

道路法第８条により市町村道は市町村の
営造物であり、その管理、費用負担の主
体は市町村であるので、市町村長が市
町村道の路線を認定する場合には前
もって市町村の議決機関である市町村
の議会の議決を経なければならないこと
として、充分に市町村の意思が反映され
るよう措置している。

手
段

【DO】事務事業の実施

路線

23年度（実績）

５　事務事業の目的と手段

事業費 単位

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

市民全般

道路管理者がその管理業務を円滑に遂行する

④
対象
指標
⑤

成果
指標

27年度（計画）

認定路線数

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

市道認定審査会
定例議会

国庫支出金

県支出金 千円

予
算
科
目

会計

直営 ―
実施手法

項
根拠法令

１　生活道路
１　生活道路網の整備

不明

目 細目名款

負担金の有無

共催者・関係団体

―
補助金の有無

市単独

単年度繰返し

関連計画

事
業
期
間

開始年度
新規・継続

平成27年3月31日
都市建設部管理課

継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度

―

補助率

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質

記入日
所属部課名

―

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

評価外事業

1

路線

新規路線の認定及び廃止する路線の認定

３　【年度目標】

0.100

事業費及び指標の推移

千円

24年度（実績） 25年度（実績）

４　【事業費の内容（決算額）】

単位

重要事務事業
総合計画実施計画

市道認定事業

H27事業計画 H28事業計画

廃止路線数

無

新規路線の認定、廃止路線の認定

認定　７路線

H29事業計画

認定率
目
的

道路法第８条

上記と同様

１　【事務事業の全体概要及び背景】

総
合
計
画



②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

【CHECK】事務事業の一次評価

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況

名称

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

必
要
性
評
価

総合評価

今後の方向性
評価理由

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

必要性

有効性

効率性

その他【ACTION】事務事業の改革・改善



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

予
算
科
目

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

項
道路橋りょう費

市民全般
①対象
(働きかける相手・もの）

土木費

目
的

道路橋りょう総務費 道路台帳更新事業
目

道路管理者がその管理業務を円滑に遂行する

会計
一般

款

道路法第２８条に基づき、道路管理
者がその管理事務を円滑に遂行す
るためにも、道路の区域はもちろん
道路の構造等、兼用工作物、占用物
件その他に関し道路管理上の基礎
的な事項を総括して把握しておく必
要がある。道路台帳の制度は、この
制度に基づき設けられたものである。

千円

千円

千円

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

14,753

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

19,253

事
業
費

5,072

5,072

23年度（実績）

財
源
内
訳

事業費 単位

15,276

2９年度（目標）

認定路線延長

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

単位

26年度（実績）

⑥
活動
指標

道路台帳更新委託料
３件　７，４８４千円

単位

上記と同様

24年度（実績） 25年度（実績）

新規に認定された道路、供用開始された道路について道路
台帳の更新を行う。

H27事業計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策 ４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕総
合
計
画

道路台帳更新事業

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます小政策
１　生活道路
１　生活道路網の整備小施策

施策

評価区分

評価外事業

1,492,000 1,512,0001,482,000

成
果
指
標

20,000

対
象
指
標

8,072

20,00020,00020,000 20,000

26年度（実績）

3

ｍ

修正路線の委託

指標区分

10,000

3 3

28年度（目標）

10,000 10,000

4,500 00.600

不明 単年度繰返し

継続新規・継続
事
業
期
間

開始年度

共催者・関係団体

終了年度
補助率

件

4,500 0.40

細目名 関連計画

27年度（計画） 28年度（計画）

件

認定路線延長

修正路線延長 ｍ 19,040

人
件
費

時間外

23年度（実績） 24年度（実績）

3,000

0.60

4,500

863

５　事務事業の目的と手段
④

対象
指標

活
動
指
標

3

1,500

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

8,347

嘱託臨時

他課の協力分

職員割合

事業費及び指標の推移

ｍ

20,000

1,472,0001,467,460

14,753

3,000

H28事業計画

認定・廃止路線の修正

29年度（計画）

修正路線の委託

道路台帳更新委
託の完了

10,000

9

修正路線延長⑤
成果
指標

7,484

7,484

ｍ

すべて委託 ― ―
実施手法

４　【事業費の内容（決算額）】

所管省庁義務的事業

負担金の有無

0

10,000

25年度（実績）

14,500

1,500

27年度（目標）

863 4,500

14,500

0.600

10,00013,776

0.20

1,477,000 1,487,000

3

0.115

13,776

H29事業計画

10,000

3

4,500

3

4,500

記入日 平成27年3月31日

道路法第２８条根拠法令

１　【事務事業の全体概要及び背景】

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

2
補
助
単
独
区
分

―

所属部課名

―

都市建設部管理課

市単独

３　【年度目標】

補助金の有無



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④取組状況

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

その他

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

総合評価

今後の方向性
評価理由

資源配分

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

必要性

有効性

効率性

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

全体総括（振り返り，反省点）一次評価結果

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

根拠法令

件

対
象
指
標

18 18

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

維持工事

1,428

1

27年度（目標）

1

18

平成26年3月31日
都市建設部管理課

―
市単独

2,928

1,500

単位

2

2,928

関連計画款 項 目

単年度繰返し 共催者・関係団体

終了年度
補助率

補
助
単
独
区
分

所管省庁維持管理事業

―

継続

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

河川法、笠間市法定外公共物管理条例

維持工事

件

上記と同様

１　【事務事業の全体概要及び背景】

上記と同様

河川法第１００条（準用河川）、笠間
市法定外公共物管理条例（普通河
川、水路）に基づき、流水の正常な
機能が維持され、河川環境の保全が
されることを目的とする。

河川数
５　事務事業の目的と手段

④
対象
指標

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―

負担金の有無
―

実施手法

３　【年度目標】

千円

手
段

維持工事

⑥
活動
指標

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

⑤
成果
指標

千円

221

【DO】事務事業の実施

23年度（実績）

260

29年度（計画）

1,500 0.200 1,5000.200

1,351

0.050 375

1,4281,428

1,5000.200

4,018

0.200.20 1,500

2222

1,500

4,457

1,500

1,500

2,928

1

28年度（目標）

1

1,500

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

2

2９年度（目標）

2

1

23年度（実績）

375 1,500

1,726

563

2,991

25年度（実績）

河川数 数

12

18

予
算
科
目

会計
一般

①対象
(働きかける相手・もの）

普通河川、準用河川

22

2

24年度（実績）

22

26年度（実績）

2,428

563

2,957

安全快適な河川の整備

土木費
細目名

河川総務費河川費

24年度（実績）

0.08

2,228

2,518

2,697

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

事業費

件維持工事

指標区分

事
業
費

千円

県支出金

その他

千円

千円

千円

単位

河川総務費標準的事業

27年度（計画） 28年度（計画）25年度（実績） 26年度（実績）

200

1,228

200 200200

1,2281,089

262

1,228

上記と同様

2,297

H27事業計画 H28事業計画

準用河川、普通河川の維持・修繕工事
※平成26年度より、笠間地区と岩間地区に分割整理した

H29事業計画

維持修繕工事費　８００千円
その他　５５１千円

維持修繕工事　1
件

事業費及び指標の推移

目
的

数

成
果
指
標

2

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

地方債

人件費計（イ）

時間外 千円

財
源
内
訳

国庫支出金

維持工事 件

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

新規・継続

評価区分

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

3

評価事業

事務事業番号

総
合
計
画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 河川管理事業（笠間地区）

記入日
所属部課名

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

３　河　川
１　河川改修の促進

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

事
業
期
間

開始年度

活
動
指
標



⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価

継続すべきである。

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持資源配分

【PLAN】事務事業の計画

課題なし

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

必要性

有効性

効率性

適切な業務である。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
業務の性格上、削減は難しい。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

その他

名称

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

河川法に照らして、適切である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

％解消率 89

パトロールによる不良箇所

国庫支出金

県支出金

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

千円

地方債

その他

千円

千円

千円

千円

千円

千円

人件費計（イ）

他課の協力分 千円

嘱託臨時

小施策

道路橋りょう費

単位

9,465

１　【事務事業の全体概要及び背景】

道路法第２９、４２条に基づき安全で
利用しやすい道路を目指し、交通安
全施設の整備を行う。

予
算
科
目

会計

５　事務事業の目的と手段

土木費一般

9,926

款 項

目
的

４　交通安全
小政策

政
策
体
系

政策

20,131

4,5007,875 9,375

職員割合

千円

一般財源

事業費計（ア）

16,25015,500

道路法第２９、４２条
関連計画

千円

千円

28年度（計画）

数

9593 95

総
合
計
画

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

1,500

11,426

9,465

施策

道路維持費
目

３　交通安全施設の整備
細目名

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

65

100

40

65

40

79

60

30

28年度（目標）

件

5,250

121

単位

1,500

10,965

82

23年度（実績） 24年度（実績）

11,000 11,000

数

交通安全施設工事

要望数

指標区分

人
件
費

時間外

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

60

30

25年度（実績）

65

40

91

24

109 100

60

25,091

26年度（実績）

5,250 0

42

11,00012,2569,926

29年度（計画）24年度（実績） 27年度（計画）25年度（実績）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ― ―

交通安全施設工事費　１５，７
１６千円

負担金の有無実施手法

交通安全施設の
新設及び修繕　８
４件

不明 単年度繰返し

記入日
所属部課名

―

共催者・関係団体

平成27年3月31日
都市建設部管理課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

市単独

新規・継続
事
業
期
間

開始年度 終了年度
補助率

継続

11,000 11,000

0.7001.250

0

交通安全対策事業

交通安全施設工事

パトロールによる不良箇所

解消率

H27事業計画

⑥
活動
指標

15,716

9,3750.20 1,500 7,8751.05

12,256

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

活
動
指
標

事業費及び指標の推移

23年度（実績）

交通安全施設の整備

26年度（実績）

【DO】事務事業の実施

％

11,000

4,5000.600

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

対
象
指
標

67

成
果
指
標

94

15,716

27年度（目標）

100

2９年度（目標）

11,000

95

件

0.20 1,500

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 交通安全対策事業
―

建設・整備事業

4
評価区分

評価事業

根拠法令

３　【年度目標】

・地元要望に対応した交通安全施設の整備（ガードレール、
カーブミラー）
・パトロールで見つけた交通安全施設の修繕

H28事業計画 H29事業計画
上記と同様

単位

市民全般
要望数

数

安全に安心して利用できる安全快適な生活道路の整
備

⑤
成果
指標

数④
対象
指標



①改革・改善案

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

③前年度の改革・改善案

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

適切な業務である。

必要性

有効性

効率性

その他

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
業務の性格上、削減は難しい。

継続すべきである。

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分 現  状  維  持

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

課題なし

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
道路法に照らして、適切である。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》
有
効
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

成
果
指
標

市民全般
①対象
(働きかける相手・もの）

件

件

道路及び法定外道路の許認可

継続
―

維持管理事業

18,520

18,520

道路法による各種承認、許可業務
法定外道路に係る各種承認、許可業務
公共用財産の払い下げ業務
占用料の賦課徴収業務
国土調査の修正業務
土地賃借料支払業務

5,775

新規・継続

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

一般

14,250

単位

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

評価外事業

9,458

事務事業番号 5

道路管理者がその管理業務を円滑に遂行する

会計

１　生活道路

土木費

事
業
期
間１　生活道路網の整備

款 項
道路橋りょう費 道路橋りょう総務費標準的事業

⑤
成果
指標

④
対象
指標

実施手法

記入日
所属部課名

―

7,794

7,794

重要事務事業
総合計画実施計画

事務事業性質 後期基本計
画重点視点

―直営

平成27年3月31日
都市建設部管理課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

市単独

共催者・関係団体

終了年度開始年度

４　【事業費の内容（決算額）】

委託料2,630千円
使用料及び賃借料2,915千
円
公有財産購入費0千円
負担金10千円

３　【年度目標】
―

件

29年度（計画）

道路境界確認
道路工事実施協議

事業費及び指標の推移

28年度（計画）26年度（実績）25年度（実績）

14,250 1.900 14,250

6,4256,425

6,4256,425

200 186188 200

21,833

10,875 14,25013,50012,375

185

548

32,77019,275

14,250

600

27年度（目標）

600 600

180

20,675

180

14,250

道路及び法定外占用許可

26年度（実績）

6,425

14,250

1.900

20,675

2９年度（目標）

20,675

1.900

27年度（計画）

道路橋りょう総務費
目

道路法、法定外公共物管理条例、国土調査法

細目名 関連計画
根拠法令

負担金の有無

24年度（実績）23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

１　【事務事業の全体概要及び背景】

補助金の有無

指標区分

人
件
費

活
動
指
標

180

6,425

160

1.65 12,375 1.80

142

408

175

18,669

23年度（実績） 25年度（実績）24年度（実績）

557

13,500

488

159

9,458

1.45 10,875 14,2501.900

5,775

200200

28年度（目標）

道路境界確認

事
業
費

予
算
科
目

時間外

総
合
計
画

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分 千円

千円

道路法による各種承認・許可業務
法定外道路に係る各種承認、許可
業務
公共用財産の払い下げ業務
占用料の賦課徴収業務
国土調査の修正業務
土地賃借料支払業務

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

地方債

事業費

千円

千円

手
段

目
的

財
源
内
訳

県支出金

道路管理総務事務

対
象
指
標

単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア） 千円

件

国庫支出金

その他

職員割合

千円

千円

千円

千円

単位

件

千円嘱託臨時

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

道路及び法定外占用許可

道路工事実施協議

件



一次評価結果

【ACTION】事務事業の改革・改善

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

必
要
性
評
価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

総合評価

今後の方向性

【CHECK】事務事業の一次評価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

評価理由

③前年度の改革・改善案

名称

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

④取組状況

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

有
効
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

％要望達成率、不良箇所解消率

要望数

国庫支出金

県支出金

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

千円

地方債

その他

千円

千円

千円

千円

千円

千円

人件費計（イ）

他課の協力分 千円

嘱託臨時

小施策

道路橋りょう費

単位

１　【事務事業の全体概要及び背景】

道路法第４２条により、道路はもともと
一般交通の用に供することを目的と
する。それは常時良好な状態に保持
されて始めてその機能を十分発揮す
ることができる。この意味において道
路の維持、修繕は、その建設となら
んで重要な道路管理者の責務といえ
る。

予
算
科
目

会計

５　事務事業の目的と手段

土木費一般

0

款 項

目
的

１　生活道路
小政策

政
策
体
系

政策

0

00 12,375

職員割合

千円

一般財源

事業費計（ア）

85,80085,800

道路法第４２条
関連計画

千円

千円

28年度（計画）

人

8080 80

総
合
計
画

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

0

0

0

施策

道路維持費
目

１　生活道路網の整備
細目名

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

50

50

78,862

50

78,862

28年度（目標）

件

0

50

単位

0

0

23年度（実績） 24年度（実績）

85,800 85,800

不良箇所数

件

件

維持修繕工事

5 5

市民数

指標区分

人
件
費

時間外

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

25年度（実績）

50

78,862

5

50

50

129,087

26年度（実績）

0 0

78,862

85,800

29年度（計画）24年度（実績） 27年度（計画）25年度（実績）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ― ―

道路維持工事費　116,712千
円

負担金の有無実施手法

維持修繕工事50
件

不明 単年度繰越

記入日
所属部課名

○

共催者・関係団体

平成26年3月31日
都市建設部管理課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

市単独

新規・継続
事
業
期
間

開始年度 終了年度
補助率

継続

85,800 85,800

1.650

0

道路維持事業（笠間地区）

維持修繕工事

要望数

要望達成率、不良箇所解消率

H27事業計画

⑥
活動
指標

116,712

12,3750 0

0

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

活
動
指
標

事業費及び指標の推移

23年度（実績）

道路等の維持補修により、日常生活の利便性や安全
性が確保された維持業務を行う

26年度（実績）

【DO】事務事業の実施

％

85,800

0

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

対
象
指
標 5

成
果
指
標

116,712

27年度（目標）

50

2９年度（目標）

85,800

80

件

0

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 道路維持事業（笠間地区）
―

維持管理事業

6
評価区分

評価事業

根拠法令

３　【年度目標】

・地区要望に対応した道水路の維持並びに整備工事の発
注
・パトロールにより発見した不良箇所の修繕工事の発注
※平成26年度より、笠間地区、友部地区、岩間地区に分割
整理した

H28事業計画 H29事業計画
上記と同様 上記と同様 上記と同様

件

単位

市民全般
市民数

件
不良箇所数

安全に安心して利用できる安全快適な道水路の整備
⑤

成果
指標

人④
対象
指標



①改革・改善案

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

③前年度の改革・改善案

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

その他

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分 現  状  維  持

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》
有
効
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

5

78,862

成
果
指
標

件

件

市民全般
①対象
(働きかける相手・もの）

市民数

件

要望数

道路等の維持補修により、日常生活の利便性や安全
性が確保された維持業務を行う

件

％

8080要望達成率、不良箇所解消率

継続
―

維持管理事業

97,660

97,660

・地区要望に対応した道水路の維持並びに整備工事の発
注
・パトロールにより発見した不良箇所の修繕工事の発注
※平成26年度より、笠間地区、友部地区、岩間地区に分割
整理した

新規・継続

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

一般

0

単位

件

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

評価事業

事務事業番号 7

安全に安心して利用できる安全快適な道水路の整備

会計

１　生活道路

土木費

事
業
期
間１　生活道路網の整備

款 項
道路橋りょう費 道路維持事業（友部地区）

⑤
成果
指標

④
対象
指標

実施手法

記入日
所属部課名

○

0

重要事務事業
総合計画実施計画

事務事業性質 後期基本計
画重点視点

―一部委託

不良箇所数
要望達成率、不良箇所解消率

平成27年3月31日
都市建設部管理課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

不明 単年度繰越 共催者・関係団体

終了年度開始年度

４　【事業費の内容（決算額）】

道路維持工事費　８７，４６０
千円
その他　１０，２００千円

維持修繕工事　５
０件

３　【年度目標】
―

29年度（計画）

事業費及び指標の推移

28年度（計画）26年度（実績）25年度（実績）

0 0

60,00060,000

60,00060,000

市民数

要望数

80

5

0

0 000

59

125,7850

28,125

50

27年度（目標）

50 50

60,000

0

人

維持修繕工事

26年度（実績）

57,341

0

57,341

2９年度（目標）

60,000

27年度（計画）

道路維持費
目

道路法第42条
細目名 関連計画

根拠法令
負担金の有無

24年度（実績）23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

１　【事務事業の全体概要及び背景】

補助金の有無

指標区分

人
件
費

活
動
指
標

57,341

0

0

23年度（実績） 25年度（実績）24年度（実績）

0

0

0 28,1253.750

0

78,862

28年度（目標）

50

80

5

50

％

78,862

55

78,862

50

5

事
業
費

予
算
科
目

時間外

総
合
計
画

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分 千円

千円

道路法第４２条により、道路はもともと
一般交通の用に供することを目的と
する。それは常時良好な状態に保持
されて始めてその機能を十分発揮す
ることができる。この意味において道
路の維持、修繕は、その建設となら
んで重要な道路管理者の責務といえ
る。

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

地方債

事業費

千円

千円

手
段

目
的

財
源
内
訳

県支出金

道路維持事業（友部地区）

対
象
指
標

単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア） 千円

人

国庫支出金

その他

職員割合

千円

千円

千円

千円

単位

件

不良箇所数

千円嘱託臨時

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
上記と同様 上記と同様 上記と同様

維持修繕工事



一次評価結果

【ACTION】事務事業の改革・改善

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

適切な業務である。

必
要
性
評
価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分 現  状  維  持

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

総合評価

今後の方向性

【CHECK】事務事業の一次評価

適切である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

現行どおり継続
評価理由

③前年度の改革・改善案

名称

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

④取組状況

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

継続すべきである。

業務の性格上、削減は難しい。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

有
効
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

道路法に照らして、適切である。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円一般財源

件

％

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ） 0

件

事
業
期
間

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

款

人
件
費 他課の協力分

千円

目
的

市民全般

0

千円

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

事業費 単位

国庫支出金

総
合
計
画

28年度（計画）26年度（実績）25年度（実績）

0

地方債

その他

政
策
体
系

政策 ４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

１　生活道路
１　生活道路網の整備

24年度（実績）

千円

事
業
費

財
源
内
訳

0

単位

0

指標区分

活
動
指
標

維持修繕工事

　　　　 　

28年度（目標）

40

8080

101,2750

0

028,125

4

80

28,125

40

26年度（実績）

40

27年度（目標）

0

47

0

73,150 30,000 30,00027,000

要望達成率、不良箇所解消率成
果
指
標

80

40

78,862 78,86278,862

40

78,862

40

30,00027,000

25年度（実績） 2９年度（目標）

30,000

土木費

道路維持工事費　６４，０５０
千円
その他　９，１００千円

29年度（計画）

人
件要望数

％

道路法第４２条

上記と同様
H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画

上記と同様

実施手法
道路維持費

負担金の有無

項

―

根拠法令道路橋りょう費

単位

維持修繕工事　３
０件

５　事務事業の目的と手段
市民数④

対象
指標

安全に安心して利用できる安全快適な道水路の整備

上記と同様

県支出金

23年度（実績）

【DO】事務事業の実施

補
助
単
独
区
分

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託

・地区要望に対応した道水路の維持並びに整備工事の発
注
・パトロールにより発見した不良箇所の修繕工事の発注
※平成26年度より、笠間地区、友部地区、岩間地区に分割
整理した

―
１　【事務事業の全体概要及び背景】

予
算
科
目

会計
一般

関連計画細目名目
道路維持事業（岩間地区）

平成27年3月31日

不明 単年度繰越

記入日
所属部課名

○

共催者・関係団体

―
市単独

補助率
新規・継続

所管省庁維持管理事業

終了年度開始年度

都市建設部管理課

継続

人対
象
指
標 4 44

40

0

0

3.750

市民数

23年度（実績） 24年度（実績）

職員割合

千円嘱託臨時

時間外

0

0

0

0

不良箇所数

件

要望数

不良箇所数

件

0

千円

0

27年度（計画）

73,150 27,000 30,000 30,000

件

道路法第４２条により、道路はもともと
一般交通の用に供することを目的と
する。それは常時良好な状態に保持
されて始めてその機能を十分発揮す
ることができる。この意味において道
路の維持、修繕は、その建設となら
んで重要な道路管理者の責務といえ
る。

３　【年度目標】

維持修繕工事
道路等の維持補修により、日常生活の利便性や安全
性が確保された維持業務を行う

要望達成率、不良箇所解消率

　

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

⑤
成果
指標

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

8
評価区分

評価事業

【PLAN】事務事業の計画

総合計画実施計画

事務事業名 道路維持事業（岩間地区）



必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

適切な業務である。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

全体総括（振り返り，反省点）

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【CHECK】事務事業の一次評価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

一次評価結果

資源配分

   　適切

   　適切

   　適切

現  状  維  持

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

継続すべきである。

その他

【PLAN】事務事業の計画

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

業務の性格上、削減は難しい。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

道路法に照らして、適切である。

【ACTION】事務事業の改革・改善

①改革・改善案

フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

必
要
性
評
価

適切である。

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

会計
一般

H27事業計画 H28事業計画

土地情報管理事業

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

①対象
(働きかける相手・もの）

総合計画実施計画

1.60 12,000

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

手
段

直営 ―

集成図、座標一覧等の交付
国土調査後の相談、処理
嘱託登記事務
分筆、地図訂正、合筆、地番修正等の異動処理

３　【年度目標】

集成図、座標一覧等の交付
国土調査後の相談、処理
嘱託登記事務
分筆、地図訂正、合筆、地番修正等
の異動処理

１　【事務事業の全体概要及び背景】

予
算
科
目

１　土地利用

土木費

１　計画的な土地利用の推進
款

事
業
期
間

開始年度

関連計画
根拠法令

４　【事業費の内容（決算額）】

事業費及び指標の推移

事
業
費

財
源
内
訳

集成図、一筆図、座標一覧、図根点一覧等の交付、
分筆、地図訂正、合筆、地番修正等の土地情報管理

不動産登記法、国土調査法に伴う事務

市民全般
④

対象
指標

項 細目名
道路橋りょう総務費道路橋りょう費

目

平成26年3月31日
都市建設部管理課

補
助
単
独
区
分

市単独

補助率

事務事業番号 9

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画
事務事業性質 後期基本計

画重点視点重要事務事業

記入日
所属部課名

所管省庁

終了年度

―
新規・継続 継続

26年度（実績）

単位

件

共催者・関係団体

需用費573千円
委託料3,305千円
備品購入費160千円

―

筆

⑤
成果
指標

負担金の有無補助金の有無
国土調査法、不動産登記法

実施手法

地籍集積図加除
集成図等の交付

29年度（計画）28年度（計画）27年度（計画）

4,6014,253

12,000

4,601

4,601

12,000 1.600 12,000

2９年度（目標）

成
果
指
標

2,000

24年度（実績）

12,000 9,750

27年度（目標）

12,000

12,000

14,06916,253

2,134

25年度（実績）

16,601

9361,094

1,8431,452

12,000

2,000

16,601

28年度（目標）

1.600

23年度（実績）

1.6001.30

4,601

12,0001.6009,750

4,3194,253

3,716

3,716

4,6014,319

2,000

24年度（実績）

12,000

1,0001,105

4,6014,601

1,000

26年度（実績）

16,601

12,000

1.60 12,000

1,000

義務的事業
―

23年度（実績）

評価区分

評価外事業

１　広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

１　交流と地域の力を高める土地利用を進めます

土地情報管理事業

国庫支出金

事務事業名

政
策
体
系

総
合
計
画

目
的

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

千円

25年度（実績）

政策
小政策
施策

小施策

単位指標区分

人
件
費

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

嘱託臨時

時間外

他課の協力分

職員割合

千円

千円

千円

千円

県支出金

地方債

筆

件

単位

千円

対
象
指
標

地籍集積図加除
活
動
指
標

集成図等の交付　

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

H29事業計画
同上 同上 同上

事業費

15,716

千円

16,601

その他

4,601



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

その他

【PLAN】事務事業の計画

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

【CHECK】事務事業の一次評価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

件利用者からの苦情件数 11

市民

国庫支出金

回

県支出金

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

千円

地方債

その他

千円

千円

千円

千円

千円

千円

人件費計（イ）

他課の協力分 千円

嘱託臨時

小施策

都市計画費

単位

6,762

１　【事務事業の全体概要及び背景】

　友部駅の魅力づけと駅前広場等の
整備改善により，交通結節点としての
利便性，快適性の向上を目的として
整備された施設の適正な維持管理を
行う。

予
算
科
目

会計

５　事務事業の目的と手段

土木費一般

16,375

00

0

款 項

目
的

２　拠点づくりと市街地整備
小政策

政
策
体
系

政策

23,793

3,0003,991 2,250

職員割合

千円

一般財源

事業費計（ア）

21,60021,600

友部駅自由通路設管条例、友部駅前駐車場設管条例、友部駅広設管条例

関連計画

千円

千円

28年度（計画）

人

57 5

総
合
計
画

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

3,000

20,374

14,489

施策

都市計画総務費
目

１　広域交流拠点づくりの推進
細目名

１　広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

１　交流と地域の力を高める土地利用を進めます

77,723

366

7,000

77,723

7,000

366

366

77,723

7,152

12

28年度（目標）

日

日

3,000

12

365

365

単位

3,999

17,489

12

365365

365

23年度（実績） 24年度（実績）

11,600 11,600

7,000

人

施設（日常・定期）清掃

友部駅乗降客数

指標区分

人
件
費

時間外

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

自由通路昇降機保守点検

78,862

7,152

25年度（実績）

77,723

7,000

13

6,922

365

12 12

365

365

77,351

20,304

26年度（実績）

3,000 0

7,272

12

11,60012,5957,506

0

7,000

0

0

0

7,000

0

0

29年度（計画）24年度（実績） 27年度（計画）25年度（実績）

0

0

7,727

0 0

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ― ―

需用費　　　　　　　5,454千円
委託料　　　　　　11,734千円
使用料及び賃借料　36千円

負担金の有無実施手法

利用者から苦情
が出ないような対
応をとる。

H19 単年度繰返し

記入日
所属部課名

―

共催者・関係団体

平成27年3月31日
都市建設部管理課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

市単独

新規・継続
事
業
期
間

開始年度 終了年度
補助率

継続

18,600 18,600

0.4000.300

0

友部駅自由通路・駅前広場管理事業

0

施設（日常・定期）清掃

市民

利用者からの苦情件数

0

H27事業計画

⑥
活動
指標

11,582

2,250

218

0.40 3,000 3,7730.50

19,802

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

活
動
指
標

174

駐車場（機械警備・精算器システム）管理

0

事業費及び指標の推移

23年度（実績）

自由通路及び駅前広場の維持管理
回

26年度（実績）

自由通路昇降機保守点検

【DO】事務事業の実施

0

件

7,207 6,4728,869

18,600

3,0000.400

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

駐車場（機械警備・精算器システム）管

対
象
指
標

78,279

成
果
指
標

12

18,054

27年度（目標）

366

12

365

2９年度（目標）

18,600

365

5

日
日

0.51

0

3,825

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
友部駅南北自由通路・駅前広場管
理事業

―

維持管理事業

10
評価区分

評価事業

根拠法令

３　【年度目標】

・施設の保守点検委託
・施設の清掃業務委託
・光熱水費の支払い
・消耗品の補充

H28事業計画 H29事業計画
・施設の保守点検委託
・施設の清掃業務委託
・光熱水費の支払い
・消耗品の補充
・駅前広場駐車場の料金回収・収納
業務委託

同左 同左

単位

市民全般
自由通路利用者

友部駅乗降客数
人

自由通路及び駅前広場を良好な状態に維持し、利用
者の満足度を高める

⑤
成果
指標

人④
対象
指標



駅前広場駐車場料金徴収業務については
市民活動課で実施中の駅周辺整備事業と
合わせて委託出来るものがあるかどうか検討
する。

①改革・改善案

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

③前年度の改革・改善案

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

駐車場の効率的な管理運営を図るため、友部駅前広場駐車場料金徴収業務の委託を検
討する必要がある。

必要性

有効性

効率性

その他

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
行政で行っている作業で外部委託できるものがある。

自由通路及び駅前広場を良好な状態に維持し、利用者の満足度を高
めることにより、市民が誇れるまちづくりが展開出来る。可能な限り業務
委託などアウトソーイングを行う必要がある。

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分 現  状  維  持

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

駐車場の効率的な管理運営を図るた
め、友部駅前広場駐車場料金徴収業務
及び自由通路広告掲載業務を委託す
る。

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

施設等を適正に維持管理することは、外部からのお客様や利用者の満足度を高めること
が出来る。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

友部駅の魅力づけと駅前広場等の整備改善により、交通結節点としての利便性、快適性
の向上を目的として整備された施設の適正な維持管理を行うことは必要である。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》
有
効
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

8,500

成
果
指
標

7,420

北関東自道車道笠間ＰＡ利用者
①対象
(働きかける相手・もの）

笠間PA利用者数

日

笠間ＰＡ多目的広場の維持管理

円

20,000,00020,000,000物販イベント売上高

継続
―

維持管理事業

111

111

・光熱水費の支払い
・土地賃借料の支払い

104

0

新規・継続

0

0

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

一般

150

単位

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

評価事業

113

事務事業番号 11

物販イベントを開催し、笠間ＰＡ立寄り者の増加と情
報発信を行う

0

会計

２　拠点づくりと市街地整備

土木費

事
業
期
間１　広域交流拠点づくりの推進

款 項
都市計画費 笠間PA周辺事業

⑤
成果
指標

④
対象
指標

実施手法

記入日
所属部課名

―

109

109

重要事務事業
総合計画実施計画

事務事業性質 後期基本計
画重点視点

―直営

物販イベント売上高

平成27年3月31日
都市建設部管理課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

市単独

Ｈ２１ 単年度繰返し 共催者・関係団体

終了年度開始年度

４　【事業費の内容（決算額）】

・需用費　　　　　　　30千円
・使用料及び賃借料
　　　　　　　　　　　　　81千円

物販イベント開催
の増加

３　【年度目標】
―

29年度（計画）

0

0

事業費及び指標の推移

0

28年度（計画）26年度（実績）25年度（実績）

150 0

118118

118118

0

0

笠間PA利用者数 7,450

17,905,11019,867,615 20,000,000

263

150 0210150

82

561314

450

82

27年度（目標）

82 82

268

150

人/日

物販イベントの開催

26年度（実績）

118

150

0.020

268

2９年度（目標）

118

0.020

27年度（計画）

0

0

都市計画総務費
目 細目名 関連計画

根拠法令
負担金の有無

24年度（実績）23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

１　【事務事業の全体概要及び背景】

補助金の有無

指標区分

人
件
費

活
動
指
標

0

0

118

0.02 150 0.03

81

259

23年度（実績） 25年度（実績）24年度（実績）

76

210

88

0

0

113

0.02 150

0

450

0 0

0.060

0

0 0

0

0

104

0

8,500

28年度（目標）

15,892,187 20,000,000

8,000

円

8,5008,500

事
業
費

予
算
科
目

時間外

総
合
計
画

１　広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

１　交流と地域の力を高める土地利用を進めます

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分 千円

千円

　北関東自動車道笠間ＰＡ隣接多目
的広場を活用しての物販イベントを
開催し、笠間ＰＡ立寄り者増加を図る
ため、施設の維持管理を行う。

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

地方債

事業費

千円

千円

手
段

目
的

財
源
内
訳

県支出金

笠間ＰＡ周辺事業

対
象
指
標

単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア） 千円

人/日

国庫支出金

その他

職員割合

千円

千円

千円

千円

単位

日

千円嘱託臨時

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同上 同上

物販イベントの開催



一次評価結果

【ACTION】事務事業の改革・改善

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

北関東自動車道を利用して訪れる観光客に対し、笠間PAや多目的広場を活用した物販イ
ベントにより笠間市の観光情報の発信が出来た。

必
要
性
評
価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分 現  状  維  持

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

総合評価

今後の方向性

【CHECK】事務事業の一次評価

北関東自動車道を利用して訪れる観光客に対し、笠間市の観光情報の発信を笠間PAや
多目的広場を活用した物販イベントは有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

現行どおり継続
評価理由

③前年度の改革・改善案

名称

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

④取組状況

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

利用者に対し観光情報の発信や特産物等を提供することにより、笠間
市の観光振興が図れるものと考えられる。

維持管理費については、最小限の維持管理に努めている。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

有
効
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

北関東自動車道を利用して訪れる観光客にとって、笠間市の観光情報の発信を笠間PAや
多目的広場を活用した物販イベントは必要である。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

件施設の修繕 5

市民

国庫支出金

県支出金

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

千円

地方債

その他

千円

千円

千円

千円

千円

千円

人件費計（イ）

他課の協力分 千円

嘱託臨時

小施策

都市計画費

単位

1,026

１　【事務事業の全体概要及び背景】

　稲田・福原・宍戸駅前トイレ完成
後，利用者が安心して利用できるよう
に施設の維持管理を行う。

予
算
科
目

会計

５　事務事業の目的と手段

土木費一般

1,168

00

0

款 項

目
的

２　拠点づくりと市街地整備
小政策

政
策
体
系

政策

1,319

975263 900

職員割合

千円

一般財源

事業費計（ア）

2,4352,435

関連計画

千円

千円

28年度（計画）

人

55 5

総
合
計
画

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

975

2,143

1,026

施策

都市計画総務費
目

１　広域交流拠点づくりの推進
細目名

１　広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

１　交流と地域の力を高める土地利用を進めます

77,723

315

1,800

77,723

1,800

315

77,723

1,632

28年度（目標）

回

975

315

単位

975

2,001

315

23年度（実績） 24年度（実績）

1,460 1,460

0

人

施設の清掃業務

稲田・福原・宍戸駅乗降客数

指標区分

人
件
費

時間外

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

78,862

1,632

25年度（実績）

77,723

1,800

3

1,678

315 315

77,351

2,267

26年度（実績）

975 0

1,632

1,4601,0561,168

0

0

0

0

0

0

0

29年度（計画）24年度（実績） 27年度（計画）25年度（実績）

0

0

0

0 0

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ― ―

需用費　　　　　　　　622千円
役務費　　　　　　　　  74千円
委託料　　　　　　　　671千円

負担金の有無実施手法

利用者から苦情
が出ないような対
応をとる。
修繕等の対応。

H22 単年度繰返し

記入日
所属部課名

―

共催者・関係団体

平成27年3月31日
都市建設部管理課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

市単独

新規・継続
事
業
期
間

開始年度 終了年度
補助率

継続

1,460 1,460

0.1300.120

0

駅前トイレ管理事業

0

施設の清掃業務

市民

施設の修繕

0

H27事業計画

⑥
活動
指標

1,367

9000.13 975 2630.04

1,056

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

活
動
指
標

0

事業費及び指標の推移

23年度（実績）

稲田・福原・宍戸駅前トイレの維持管理

26年度（実績）

【DO】事務事業の実施

0

件

0 00

1,460

9750.130

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

対
象
指
標

78,279

成
果
指
標

6

1,367

27年度（目標）

315

2９年度（目標）

1,460

5

回

0.13

0

975

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 駅前トイレ管理事業
―

維持管理事業

12
評価区分

評価事業

根拠法令

３　【年度目標】

・施設の清掃業務委託
・光熱水費の支払い
・消耗品の補充

H28事業計画 H29事業計画
同上 同左 同左

単位

市民全般
稲田・福原・宍戸駅利用者

稲田・福原・宍戸駅乗降客数
人

施設の適正な維持管理を行う
⑤

成果
指標

人④
対象
指標



①改革・改善案

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

③前年度の改革・改善案

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

稲田・福原・宍戸駅前ﾄｲﾚ完成後、利用者が安心して利用出来るように施設の維持管理を
外部委託されている。

必要性

有効性

効率性

その他

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
３箇所の駅前ﾄｲﾚの日常清掃業務については、外部に業務委託している。

ﾄｲﾚ利用者が安心して利用出来るようにするするための本事業は必要
である。
また維持管理については外部委託し、効率性を高めている。

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分 現  状  維  持

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
施設を適正に維持管理することにより、駅利用者以外でも利用されている。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

公共性の高い駅前ﾄｲﾚについて、利用者が安心して利用出来るよう適性に維持管理する
必要がある。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》
有
効
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

77,723

成
果
指
標

77,723

市民全般
①対象
(働きかける相手・もの）

市民

箇所

公園の清掃、維持管理、修繕業務

件

513修繕件数

継続
―

維持管理事業

15,013

15,013

・年間を通じた清掃及び維持管理業務
・除草作業（繁茂状況により実施時期を判断)
・殺虫剤散布（樹木のある公園について、害虫の出る時期に
年2回実施）
・施設損傷時の修繕業務
・自治会管理の公園遊具の撤去要望が提出された場合、予
算確保し実施する。

10,558

0

新規・継続

0

0

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

一般

3,000

単位

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

評価事業

8,572

事務事業番号 13

公園を訪れる利用者が、気持ちよく利用できる環境を
整える

0

会計

２　公園・緑地

土木費

事
業
期
間２　都市公園等の整備

款 項
都市計画費 公園施設管理事業

⑤
成果
指標

④
対象
指標

実施手法

記入日
所属部課名

―

7,733

7,733

重要事務事業
総合計画実施計画

事務事業性質 後期基本計
画重点視点

―一部委託

修繕件数

平成27年3月31日
都市建設部管理課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

市単独

不明 単年度繰返し 共催者・関係団体

終了年度開始年度

４　【事業費の内容（決算額）】

報償費　　　　　　　170千円
需用費　　　　　　3,377千円
役務費　　　　　　    189千円
委託料　　　　　　10,381千円
工事請負費　　　   896千円

利用者から苦情
が出ないような対
応をとる

３　【年度目標】
―

㎡

29年度（計画）

維持管理面積

0

0

事業費及び指標の推移

0

28年度（計画）26年度（実績）25年度（実績）

3,000 0

17,00017,000

17,00017,000

0

0

市民 78,862

37 5

11,193

2,700 03,2632,621

134,000

33

18,46316,483

3,450

33

27年度（目標）

33 33

134,000

20,000

134,000

3,000

人

公園施設数

26年度（実績）

17,000

3,000

0.400

20,000

2９年度（目標）

17,000

0.400

27年度（計画）

0

0

公園費
目

都市公園法
細目名 関連計画

根拠法令
負担金の有無

24年度（実績）23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

１　【事務事業の全体概要及び背景】

補助金の有無

指標区分

人
件
費

活
動
指
標

134,000

0

0

17,000

0.30 2,250

371

0.44

111,000

30

178,860

10,433

23年度（実績） 25年度（実績）24年度（実績）

34

3,263

33

134,000

0

0

8,572

0.36 2,700

0

3,450

0 0

0.460

0

0 0

0

2,662

13,220

0

77,723

28年度（目標）

23 5

78,279

件

77,72377,351

維持管理面積

事
業
費

予
算
科
目

時間外

総
合
計
画

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分 千円

千円

管理課所管都市公園(18箇所)及び
管理地等（16箇所）について、除草・
清掃作業・殺虫剤散布・その他維持
管理を行う。公園が、近隣住民の憩
いの場となる距離にあるため、誰もが
訪れやすく利用しやすい環境を整え
る必要がある。

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

地方債

事業費

千円

千円

手
段

目
的

財
源
内
訳

県支出金

公園施設管理事業

対
象
指
標

単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア） 千円

人

国庫支出金

その他

職員割合

千円

千円

千円

千円

単位

箇所

千円嘱託臨時

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同左 同左

公園施設数

㎡



一次評価結果

【ACTION】事務事業の改革・改善

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

ｸﾞﾘｰﾝﾊﾟｰﾄﾅｰ制度協定締結公園を１箇所しか増やせなかった。
その要因として、自治会の高齢化または生活スタイルの変化等により自治会側で当制度を
受け入れることが出来ないという現状がある。

必
要
性
評
価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分 現  状  維  持

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

総合評価

今後の方向性

【CHECK】事務事業の一次評価

公園を誰もが訪れやすく利用しやすい環境に整えておくために有効である。
ｸﾞﾘｰﾝﾊﾟｰﾄﾅｰ制度は自治会等で公園の美化、維持管理活動を通じて公園に親しみを持っ
ていただくために有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

現行どおり継続

１箇所ではあるが、協定締結公園を増や
すことが出来た。

評価理由

③前年度の改革・改善案

名称

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

④取組状況

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

グリーンパートナー制度は広く活用していただき、市民と協働のまちづく
りを進めていくために必要な事業である。

公園を誰もが訪れやすく利用しやすい環境に整えておくために効率的である。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

有
効
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

公園を誰もが訪れやすく利用しやすい環境に整えておくために必要である。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

自治会等に制度内容の説明を行い、理
解を求め、協定締結公園を増やす。



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

人イベント参加者数 1,800

国庫支出金

県支出金

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

千円

地方債

その他

千円

千円

千円

千円

千円

千円

人件費計（イ）

他課の協力分 千円

嘱託臨時

小施策

都市計画費

単位

134

１　【事務事業の全体概要及び背景】

都市緑化月間（１０月）に、県などと共
催で都市緑化フェスティバル（秋に１
回）を実施する。都市緑化フェスティ
バルを通じて、市民に広く緑化推進
を普及させるためのイベントを実施す
る。

予
算
科
目

会計

５　事務事業の目的と手段

土木費一般

172

00

0

款 項

目
的

２　公園・緑地
小政策

政
策
体
系

政策

966

150848 1,373

職員割合

千円

一般財源

事業費計（ア）

490490

－
関連計画

千円

千円

28年度（計画）

人

1,8003,920 1,800

総
合
計
画

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

150

322

134

施策

公園費
目

３　緑のまちづくりを支える体制づくり
細目名

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

1

77,72377,723

8,744

2

78,279

28年度（目標）

人

回

150

1

9,200

単位

150

284

9,0009,000

1

23年度（実績） 24年度（実績）

340 340

0

緑化祭開催回数

市民

指標区分

人
件
費

時間外

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

77,723

25年度（実績）

77,723

2,060

78,862

2

8,800

1

1,499

26年度（実績）

150 0

77,351

340118172

0

0

0

0

0

0

0

29年度（計画）24年度（実績） 27年度（計画）25年度（実績）

0

0

0

0 0

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ― ―

需用費　　　　　　　126千円

負担金の有無実施手法

実施教室の満員
及び配布物の完
全配布

単年度繰返し

記入日
所属部課名

―

共催者・関係団体

平成27年3月31日
都市建設部管理課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

市単独

新規・継続
事
業
期
間

開始年度 終了年度
補助率

継続

340 340

0.0200.183

0

都市緑化推進事業

0

緑化祭開催回数

イベント参加者数

0

H27事業計画

⑥
活動
指標

126

1,3730.02 150 8480.11

118

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

活
動
指
標

緑化祭入込客数

0

事業費及び指標の推移

23年度（実績）

年1回の都市緑化フェスティバル（秋）の開催

26年度（実績）

【DO】事務事業の実施

0

人

0 00

340

1500.020

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

緑化祭入込客数

対
象
指
標
成
果
指
標

1,600

126

27年度（目標）

9,100

1

2９年度（目標）

340

9,300

1,800

回
人

0.02

0

150

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 都市緑化推進事業
―

政策的事業
14

評価区分

評価事業

根拠法令

３　【年度目標】

・ミニ観葉植物（インテリアグリーン）作成教室
・球根無料配布（つかみどり）
・木工教室
・緑化相談
・花苗無料配布
・子供向け工作教室

H28事業計画 H29事業計画
同上 同左 同左

単位

市民全般
市民

都市緑化フェスティバルを通じて、住民への緑化に対
する知識と親しみを深めてもらう

⑤
成果
指標

人④
対象
指標



①改革・改善案

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

③前年度の改革・改善案

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

多くの方に参加いただき都市緑化の推進と啓蒙が図れた。毎回少しずつではあるが、違う
ブースを設置し好評を得ている。

必要性

有効性

効率性

その他

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

市の経費を最低限に抑えると共に各種団体（造園協・やまぶきを育てる会・JA等）の協力を
得て効率的に事業が出来た。

笠間芸術の森公園は県営都市公園であり、他の県営公園と同様に都
市緑化フェスティバルを開催し、都市緑化の推進と啓蒙を図るため継続
していく必要がある。

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分 現  状  維  持

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

都市緑化フェスティバルを開催することにより都市緑化の推進と啓蒙が出来るため有効で
ある。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

都市緑化の推進と啓発を目的に、県から指定管理を受けている公園において年１回、都市
緑化フェスティバルを開催するよう求められているため必要である。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》
有
効
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

77,723

成
果
指
標

77,723

市民全般
笠間芸術の森公園利用者

①対象
(働きかける相手・もの）

市民

㎡

公園の清掃、植物管理、施設維持管理、修繕業務

人

900,000900,000入園者数

継続

維持管理事業

60,270

120,922

・植物管理　　　・公園管理　　・電気施設管理
・水道施設管理　　・園内でのイベント開催調整業務
・苦情、落し物対応　　・園内施設の修繕業務
・マスメディアに対する取材対応
・利用促進としてあそびの杜に飲食店販売を実施

41,559

12,842

新規・継続

46,482

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

一般

7,500

単位

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

評価事業

32,915

事務事業番号 15

公園を訪れる利用者が、気持ちよく利用できる環境を
整える

会計

２　公園・緑地

土木費

事
業
期
間２　都市公園等の整備

款 項
都市計画費 笠間芸術の森公園管理事業

⑤
成果
指標

④
対象
指標

実施手法

記入日
所属部課名

102,821

40,724

重要事務事業
総合計画実施計画

事務事業性質 後期基本計
画重点視点

○一部委託

入園者数

平成27年3月31日
都市建設部管理課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率 １／２

県補助

H4 単年度繰返し 共催者・関係団体

終了年度開始年度

４　【事業費の内容（決算額）】

需用費　　　　　　   2,175千
円
役務費　　　　　　　   118千円
委託料　　　　　112,930千円
使用料及び賃借料　13千円
負担金補助金　　 5,686千円

イベントなどでの
利用率の向上を
図る。また、マスコ
ミなどの取材に積
極的に応じ、PRを
行う。

３　【年度目標】
○

29年度（計画）

47,810

事業費及び指標の推移

28年度（計画）26年度（実績）25年度（実績）

7,500 0

120,000120,000

60,69060,690

11,500 11,500

47,810 47,810

市民 78,862

742,167570,874 900,000

100,699

7,134 06,8496,000

359,000

126,210106,347

5,288

359,000

27年度（目標）

359,000 359,000

127,500

7,500

人

公園管理

26年度（実績）

120,000

7,500

1.000

127,500

2９年度（目標）

120,000

1.000

27年度（計画）

11,500

公園費
目

都市公園法、茨城県都市公園条例、茨城県都市公園管理規則

細目名 関連計画
根拠法令

負担金の有無

24年度（実績）23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

１　【事務事業の全体概要及び背景】

補助金の有無

指標区分

人
件
費

活
動
指
標

10,816

60,690

0.80 6,000 0.89

359,000

109,955

23年度（実績） 25年度（実績）24年度（実績）

359,000

6,675

359,000

47,810

94,699

0.93 6,975

159

11,129

5,288

174

0.705

50,968 50,968

11,457

99,498

77,723

28年度（目標）

923,811 900,000

78,279

人

77,72377,351

事
業
費

予
算
科
目

時間外

総
合
計
画

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分 千円

千円

　茨城県が整備した笠間芸術の森公
園について笠間市が指定管理者及
び管理許可者となり，公園使用許可
等の業務を含めた公園管理業務一
式を行っている。

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

地方債

事業費

千円

千円

手
段

目
的

財
源
内
訳

県支出金

笠間芸術の森公園管理事業

対
象
指
標

単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア） 千円

人

国庫支出金

その他

職員割合

千円

千円

千円

千円

単位

㎡

千円嘱託臨時

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 同左 同左

公園管理



一次評価結果

【ACTION】事務事業の改革・改善

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

ｲﾍﾞﾝﾄにおける来園者数は昨年と比較し増大しており、笠間芸術の森公園が担う観光情報
を発信するという目的は達成出来た。
移動販売を実施したが、思ってたほどの販売実績は上がらなかったため収益増につながら
なかった。

必
要
性
評
価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分 現  状  維  持

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

総合評価

今後の方向性

【CHECK】事務事業の一次評価

ｱﾝｹｰﾄの回答結果で多かった物品販売をあそびの杜において試験的に実施したが、思っ
たほどの販売実績は上がらなかった。入園者数の増大を図るため施設の充実等を県と調
整して行く必要がある。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

改善し，継続

移動販売の実施。

評価理由

③前年度の改革・改善案

名称

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

④取組状況

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

平成２５年度から管理制度が変更となり、来園者のニーズを元に移動販
売を取り入れたが、思うように販売実績は伸びなかった。あらためて利
用促進を図る手立てが必要である。

維持管理費の高騰に伴う県からの指定管理料の増額について県と調整する。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

有
効
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

茨城県が整備した公園を笠間市が指定管理者及び管理許可者となり公園管理業務一式
を行っている。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

□イベント等の誘致による収入増を図
る。
□利活用検討委員会により今後の方針
を打ち出す。



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

円

戸

住宅使用料

入居戸数 337

67,081,200

320

国庫支出金

件

県支出金

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

千円

地方債

その他

千円

千円

千円

千円

千円

千円

人件費計（イ）

他課の協力分 千円

嘱託臨時

小施策

住宅費

単位

0

１　【事務事業の全体概要及び背景】

　入居者に良好な居住環境の提供を
行うため，市営住宅を適正に管理す
る。

予
算
科
目

会計

５　事務事業の目的と手段

土木費一般

21,610

00

918

款 項

目
的

６　住　宅
小政策

政
策
体
系

政策

33,499

11,4508,338 3,125

職員割合

千円

一般財源

事業費計（ア）

200

52,45052,450

公営住宅法、笠間市営住宅管理条例
関連計画

千円

千円

28年度（計画）

戸

65,542,000

337

65,542,000 65,542,000

総
合
計
画

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

9,885

33,769

21,185

施策

住宅管理費
目

２　快適な住環境の形成
細目名

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

120

353353

8

78

355

1

200 200

28年度（目標）

件

件

11,450

1

120

7

単位

12,159

31,070

1

37

136

23年度（実績） 24年度（実績）

5,000 2,000

36,000

市営住宅の修繕

管理戸数

指標区分

人
件
費

時間外

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

維持工事

353

25年度（実績）

353

64,814,400

355

113

2 1

8

120

337

37,487

26年度（実績）

11,250 0

353

5,0005,6700

0

36,000

0

0

0

36,000

0

0

29年度（計画）24年度（実績） 27年度（計画）25年度（実績）

0

0

21,185

0 0

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ― ―

需用費　　　　　　  2,880千円
役務費　　　　　　　  654千円
委託料　　　　　　29,157千円
使用料及び賃借料　1,571千円

負担金の有無実施手法

良好な居住環境
保持のために、施
設等の維持修繕
管理を行う。

単年度繰返し

記入日
所属部課名

―

共催者・関係団体

平成27年3月31日
都市建設部管理課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

市単独

新規・継続
事
業
期
間

開始年度 終了年度
補助率

継続

41,000 38,000

1.5000.390

0

住宅管理事業標準的事業

0

市営住宅の修繕

住宅使用料

0

H27事業計画

⑥
活動
指標

2,925

200

1.26 9,450 8,1381.09

25,161

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

活
動
指
標

84

維持管理委託

0

事業費及び指標の推移

23年度（実績）

市営住宅入退去及び施設等の維持修繕管理
件

26年度（実績）

維持工事

【DO】事務事業の実施

0

円

19,491 34,36220,692

41,000

11,2501.500

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

維持管理委託

326 324

対
象
指
標
成
果
指
標

63,595,800

34,362

27年度（目標）

7

1

120

2９年度（目標）

38,000

7

337

65,542,000

件
件

1.61

0

12,075

435

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 住宅管理事業
―

維持管理事業

16
評価区分

評価事業

根拠法令

３　【年度目標】

・市営住宅管理業務委託（入退去管理・納付書発送・滞納
整理・共用施設保守点検・修繕業務）

H28事業計画 H29事業計画
同上 同左 同左

単位

戸

市民全般
市営住宅　13団地　71棟　353戸

管理戸数

良好な居住環境の促進及び維持管理を行う
⑤

成果
指標

戸

入居戸数

④
対象
指標



①改革・改善案

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

③前年度の改革・改善案

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

その他

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
H26年度から委託可能な業務については全て委託している。

H26年度から委託可能な業務については全て委託している。

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 改善し，継続

H26年度から委託可能な業務について
は全て委託する予定である。

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分 拡  　　　　　充

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□先進市町村の状況把握
□県住宅管理センターへの委託を検討
する。

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
笠間市に定住化を図るため有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

低所得者または住宅困窮者に対する市営住宅を管理する事業であるため必要である。入
居率97.5％。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》
有
効
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

4

成
果
指
標

普通河川、準用河川
①対象
(働きかける相手・もの）

河川敷

件

維持工事

件

11維持工事

継続
―

維持管理事業

800

800

準用河川、普通河川の維持・修繕工事　４河川
※平成26年度より、笠間地区と岩間地区に分割整理した

新規・継続

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

一般

0

単位

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

評価事業

事務事業番号 17

安全快適な河川の整備

会計

３　河　川

土木費

事
業
期
間１　河川改修の促進

款 項
河川費 河川総務費標準的事業（岩間地区）

⑤
成果
指標

④
対象
指標

実施手法

記入日
所属部課名

―

0

重要事務事業
総合計画実施計画

事務事業性質 後期基本計
画重点視点

―一部委託

維持工事

平成27年3月31日
都市建設部管理課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

単年度繰越 共催者・関係団体

終了年度開始年度

４　【事業費の内容（決算額）】

維持修繕工事費　８００千円維持修繕工事　１
件

３　【年度目標】
―

29年度（計画）

事業費及び指標の推移

28年度（計画）26年度（実績）25年度（実績）

0 0

800800

800800

河川敷

1

0

0 000

1

1,1750

375

1

27年度（目標）

1 1

800

0

数

維持工事

26年度（実績）

800

0

800

2９年度（目標）

800

27年度（計画）

河川総務費
目

河川法、笠間市法定外公共物管理条例
細目名 関連計画

根拠法令
負担金の有無

24年度（実績）23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

１　【事務事業の全体概要及び背景】

補助金の有無

指標区分

人
件
費

活
動
指
標

800

0

0

23年度（実績） 25年度（実績）24年度（実績）

0

0

0 3750.050

0

4

28年度（目標）

1件

44

事
業
費

予
算
科
目

時間外

総
合
計
画

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分 千円

千円

河川法第１００条（準用河川）、笠間
市法定外公共物管理条例（普通河
川、水路）に基づき、流水の正常な
機能が維持され、河川環境の保全が
されることを目的とする。

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

地方債

事業費

千円

千円

手
段

目
的

財
源
内
訳

県支出金

河川管理事業（岩間地区）

対
象
指
標

単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア） 千円

数

国庫支出金

その他

職員割合

千円

千円

千円

千円

単位

件

千円嘱託臨時

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
上記と同様 上記と同様 上記と同様

維持工事



一次評価結果

【ACTION】事務事業の改革・改善

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

適切な業務である。

必
要
性
評
価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分 現  状  維  持

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

総合評価

今後の方向性

【CHECK】事務事業の一次評価

有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

現行どおり継続
評価理由

③前年度の改革・改善案

名称

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

④取組状況

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

継続すべきである。

業務の性格上、削減は難しい。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

有
効
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

河川法に照らして、適切である。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

成
果
指
標

1,913

77,723

26年度（実績）

7,500

25年度（実績）

9,208

27年度（目標）

利用者からの苦情件数

自由通路昇降機保守点検

駐車場(機械警備・精算機ｼｽﾃﾑ）管理

指標区分

日

5

02,400

9

24年度（実績）

2,496

2９年度（目標）

10

2,500

77,723 77,723

7,295

1,9132,4002,400 0.32

96

7,500

0.255

0

7,500

26年度（実績）

事業費及び指標の推移

3,352

2,837

858

6,529

5,865

0

5,007

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

地方債

0

0

0

千円

県支出金

人
件
費

嘱託臨時

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

25年度（実績）

0

24年度（実績）23年度（実績）

0.32

継続
―

維持管理事業

―

新規・継続

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

単位

①対象
(働きかける相手・もの）

施設（日常・定期）清掃
手
段

２　拠点づくりと市街地整備

土木費

事
業
期
間１　広域交流拠点づくりの推進

款 項
都市計画費

細目名

総合計画実施計画

事務事業番号 18
評価区分

評価事業

事務事業性質
重要事務事業

岩間駅東西自由通路・駅前広場管
理事業

後期基本計
画重点視点事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

総
合
計
画

１　広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

１　交流と地域の力を高める土地利用を進めます

平成27年3月31日
都市建設部管理課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

市単独

記入日
所属部課名

日

４　【事業費の内容（決算額）】

需用費　　　　　　　2,810千円
委託料　　　　　　　4,463千円
使用料及び賃借料　22千円

H24 単年度繰返し 共催者・関係団体

終了年度開始年度

岩間駅乗降客数

一部委託 ―

市民

３　【年度目標】

補助金の有無

日

H29事業計画

人

回

950766 950

6,550

28年度（計画）

駐車場(機械警備・精算機ｼｽﾃﾑ）管理
自由通路昇降機保守点検

27年度（計画） 29年度（計画）

0 0

7,500

6,5506,550

7,500

2,732

77,351

57

78,279 77,723

7

250

1212

2,700 2,732

365

12

365 365

365 365365

250

自由通路及び駅前広場の維持管理

―

H28事業計画

件

・施設の保守点検委託
・施設の清掃業務委託
・光熱水費の支払い
・消耗品費補充

④
対象
指標

利用者から苦情
が出ないような対
応を取る。

人

単位

利用者からの苦情件数⑤
成果
指標

自由通路及び駅前広場を良好な状態に維持し、利用
者の満足度を高める

・駅前広場駐車場の料金回収・収納
業務委託

同左

関連計画
岩間駅東西自由通路管理事業

同左

根拠法令
実施手法

岩間駅自由通路設管条例、岩間駅前駐車場設管条例、岩間駅広設管条例

負担金の有無

H27事業計画

都市計画総務費
目

一般

28年度（目標）

7,500

0

950

千円

23年度（実績）

１　【事務事業の全体概要及び背景】

　岩間駅の魅力づけと駅前広場等の
整備改善により、交通結節点としての
利便性、快適性の向上を目的として
整備された施設の適正な維持管理を
行う。

予
算
科
目

会計

千円

目
的

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

市民全般
自由通路利用者

市民

活
動
指
標

単位

千円

12

2,500

12

365

365

8,3615,752

対
象
指
標

千円

人

施設（日常・定期）清掃

回

人

日

岩間駅乗降客数

件

365

365

2,500

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

千円

千円

時間外

千円

千円

515

千円

千円

事業費計（ア）

その他

職員割合

他課の協力分

千円



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必要性

有効性

効率性

駅前駐車場の効率的な管理運営を図るため、駐車場料金回収業務の委託を検討する。

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

施設等を適正に維持管理することは、外部からのお客様や利用者の満足度を高めることが
出来る。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

駐車場の料金回収業務の委託について
は駅周辺整備事業と一体的に検討す
る。

③前年度の改革・改善案

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

【CHECK】事務事業の一次評価

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》
効
率
性
評
価

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

自由通路及び駅前広場を良好な状態に維持し、利用者の満足度を高
めることにより、市民が誇れるまちづくりが展開出来る。

職員が行っている作業の委託を検討する。

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

有
効
性
評
価

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

駐車場の効率的な管理運営を図るた
め、友部駅前広場駐車場料金徴収業務
及び自由通路広告掲載業務の委託を検
討する。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

駐車場の料金回収業務の委託については
駅周辺整備事業と一体的に検討する。

①改革・改善案

名称

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分 現  状  維  持

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

岩間駅の魅力づけと駅前広場等の整備改善により、交通結節点としての利便性、快適性
の向上を目的として整備された施設の適正な維持管理を行うことは必要である。

【ACTION】事務事業の改革・改善 その他

全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

フォローアップ　前年度の課題や問題点

一次評価結果



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

棟修繕棟数

国庫支出金

県支出金

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

千円

地方債

その他

千円

千円

千円

千円

千円

千円

人件費計（イ）

他課の協力分 千円

嘱託臨時

小施策

住宅費

単位

１　【事務事業の全体概要及び背景】

笠間市が管理する13団地353戸の住
宅のうち9団地223戸の住宅を安全で
快適な住まいを長きにわたって確保
するため、長寿命化による更新コスト
削減と事業量の平準化を図ることを
目的とする。

予
算
科
目

会計

５　事務事業の目的と手段

土木費一般

0

款 項

目
的

６　住　宅
小政策

政
策
体
系

政策

90,398

0938 1,425

職員割合

千円

一般財源

事業費計（ア）

33,00020,000

関連計画

千円

千円

28年度（計画）

棟

10 1

総
合
計
画

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

0

0

0

施策

住宅管理費
目

２　快適な住環境の形成
細目名

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

1

11

28年度（目標）

件

0

0

単位

0

0

2

23年度（実績） 24年度（実績）

17,000 11,800

修繕工事

修繕棟数

指標区分

人
件
費

時間外

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

4

25年度（実績）

1

4

1

3,963

26年度（実績）

0 0

0

10,50046,525

29年度（計画）

11,200

24年度（実績） 27年度（計画）25年度（実績）

16,000

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ― ―

委託費　　　　2,538千円

負担金の有無実施手法

市営石井第2住宅
3棟の実施設計業
務委託

H24 H33

記入日
所属部課名

○

共催者・関係団体

平成27年3月31日
都市建設部管理課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

1/2

国補助 国土交通省

新規・継続
事
業
期
間

開始年度 終了年度
補助率

新規

33,000 23,000

0.190

0

市営住宅長寿命化事業

9,500

修繕工事

修繕棟数

H27事業計画

⑥
活動
指標

1,269

1,4250 9380.13

89,460

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

活
動
指
標

42,935

事業費及び指標の推移

23年度（実績）

市営住宅長寿命化計画に基づき実施設計及び修繕
工事を実施

26年度（実績）

【DO】事務事業の実施

棟

20,000

0

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

対
象
指
標
成
果
指
標

2,538

27年度（目標）

1

2９年度（目標）

23,000

1

件

1,269

0

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 市営住宅長寿命化事業
○

維持管理事業

19
評価区分

評価事業

根拠法令

３　【年度目標】

関係課（建設課・資産経営課）及び住宅管理ｾﾝﾀｰを通して
修繕住宅の入居者との調整

H28事業計画 H29事業計画
市営石井第２住宅修繕工事（姫棟・
機械室）
　・外壁塗装、手摺設置

市営石井第２住宅修繕工事（春棟）
　・外壁塗装、手摺設置

市営石井第２住宅修繕工事（蝉
棟）
　・外壁塗装、手摺設置

単位

市民全般
市営住宅　9団地　40棟　223戸

修繕棟数

安全で快適な市営住宅を長きにわたり確保するた
め、市営住宅長寿命化計画に基づき更新コストの削
減と事業量の平準化を図る。

⑤
成果
指標

棟④
対象
指標



①改革・改善案

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

③前年度の改革・改善案

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

笠間市公営住宅長寿命化計画に基づく修繕工事を国の補助事業を活用し実施することは
必要性が高い。

必要性

有効性

効率性

その他

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
国の補助事業を活用し事業を実施することは効率的である。

笠間市公営住宅長寿命化計画に基づく修繕工事を国の補助事業を活
用し実施することは必要性が高い。

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分 現  状  維  持

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
長寿命化による修繕を実施することは将来的な維持管理費を考慮した際、有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
笠間市公営住宅長寿命化計画に基づき修繕事業を行うことは必要である。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》
有
効
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

円コスト縮減額

道路付属物（照明、標識）

国庫支出金

箇所

県支出金

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

千円

地方債

その他

千円

千円

千円

千円

千円

千円

人件費計（イ）

他課の協力分 千円

嘱託臨時

小施策

道路橋りょう費

単位

１　【事務事業の全体概要及び背景】

トンネル天井板の崩落事故をはじめ
とする道路ストックの老朽化問題が深
刻となる中、老朽化が進む道路ストッ
クを的確に維持管理・更新し、次世
代に引き継ぐためには、点検による
健全度の把握と予防保全対策等を
早急に実施する必要がある。また、
平成２６年７月の道路法改正により、
５年に一度のトンネル、構造物の定
期点検が義務付けされたことから、安
全を確保するため、定期点検を実施
する必要がある。

予
算
科
目

会計

５　事務事業の目的と手段

土木費一般

0

款 項

目
的

１　生活道路
小政策

政
策
体
系

政策

0

00 938

職員割合

千円

一般財源

事業費計（ア）

02,060

道路法第４２条
関連計画

千円

千円

28年度（計画）

箇所

総
合
計
画

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

0

0

0

施策

道路維持費
目

１　生活道路網の整備
細目名

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

6060

28年度（目標）

基

箇所

0

1

60

単位

0

0

20

23年度（実績） 24年度（実績）

0 0

基

トンネル

トンネル

指標区分

人
件
費

時間外

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

道路の法面

25年度（実績）

6020

4,934

26年度（実績）

0 0

1

2

960

29年度（計画）

0

24年度（実績） 27年度（計画）25年度（実績）

0

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

点検委託料３，９９６千円

負担金の有無実施手法

トンネル１箇所
・道路法面２箇所
・道路標識１０基
・道路照明１０基

Ｈ２６ ５年に一度の実施

記入日
所属部課名

○

共催者・関係団体

平成27年3月31日
都市建設部管理課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

5.5/10

国補助 国土交通省

新規・継続
事
業
期
間

開始年度 終了年度
補助率

新規

0 0

0.125

0

道路ストック総点検事業

1,100

トンネル

道路付属物（照明、標識）

コスト縮減額

H27事業計画

⑥
活動
指標

1,884

9380 0

0

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

活
動
指
標

道路付属物（照明、標識）

事業費及び指標の推移

23年度（実績）

点検結果に基づき修繕計画の策定を行い、計画的に
補修を行うことで信頼性の向上やコストの縮減を図
る。 箇所

26年度（実績）

道路の法面

【DO】事務事業の実施

円

2,060

0

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

道路付属物（照明、標識）

対
象
指
標
成
果
指
標

3,996

27年度（目標）

60

40

2９年度（目標）

0

60

箇所
基

2,112

0

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 道路ストック総点検事業
―

維持管理事業

20
評価区分

評価事業

根拠法令

３　【年度目標】

トンネル、道路法面、道路付属物（照明、標識）を近接目視
により、点検を行い、点検結果を基に効率的な維持及び修
繕が図られるよう措置する。

H28事業計画 H29事業計画
・道路附属物（照明、標識）の点検
４０基

・道路附属物（照明、標識）の点検 ・道路附属物（照明、標識）の点
検

単位

舗装、道路附属物（照明、標識）
トンネル

基

道路ストック全体で落下、倒壊による第三者被害の防
止

⑤
成果
指標

箇所④
対象
指標



①改革・改善案

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

③前年度の改革・改善案

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

適切な業務である。

必要性

有効性

効率性

その他

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
業務の性格上、削減は難しい。

継続すべきである。

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分 現  状  維  持

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
適切である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
道路法に照らして、適切である。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》
有
効
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

成
果
指
標

箇所

誘導サイン
①対象
(働きかける相手・もの）

公共施設

箇所

誘導サイン

各施設・担当課にて独自に設置した誘導サインの状
況を把握しデータ化することで、事務効率の向上を図
る。

箇所

新規
―

維持管理事業

3,780

3,780

案内標識調査業務を発注
「廃止」単年度事業のため

新規・継続

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

一般

0

単位

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

評価外事業

事務事業番号 21

不特定多数の利用者が比較的多く見込まれる公共施
設と、同じく主要道路における誘導サインの設置状況
を現地にて調査・確認し整理する。

会計

１　生活道路

土木費

事
業
期
間１　生活道路網の整備

款 項
道路橋りょう費 案内標識調査事業

⑤
成果
指標

④
対象
指標

実施手法

記入日
所属部課名

―

0

重要事務事業
総合計画実施計画

事務事業性質 後期基本計
画重点視点

直営

平成26年3月31日
都市建設部管理課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

市単独

H26 H26 共催者・関係団体

終了年度開始年度

４　【事業費の内容（決算額）】

委託料3,780千円

３　【年度目標】

箇所

29年度（計画）

誘導サイン

事業費及び指標の推移

28年度（計画）26年度（実績）25年度（計画）

0 0

00

公共施設

誘導サイン

0

0 000

150

70

5,6550

1,875

27年度（目標）

0

0

箇所

公共施設

26年度（実績）

0

0

0

2９年度（目標）

0

27年度（計画）

道路橋りょう総務費
目 細目名 関連計画

根拠法令
負担金の有無

24年度（実績）23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

１　【事務事業の全体概要及び背景】

補助金の有無

指標区分

人
件
費

活
動
指
標

0

0

23年度（実績） 25年度（目標）24年度（実績）

0

0

0 1,8750.25

0

28年度（目標）

150

70

誘導サイン

事
業
費

予
算
科
目

時間外

総
合
計
画

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分 千円

千円

笠間市サイン計画は、観光客の90％
を占めると言われる車利用者の観光
客を円滑に市内へ誘導するための計
画であり、現在もこの計画によりサイ
ンの整備を行っている。しかし、市役
所各課において、それぞれの目的に
即した公共サインを設置しており、設
置場所・目的・担当課等のデータが
一元化されていない状態である。ま
た、有効な施設案内を行うため、主な
公共施設へ誘導標識が適切に設置
されているか状況確認を行う。

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

地方債

事業費

千円

千円

手
段

目
的

財
源
内
訳

県支出金

案内標識調査事業

対
象
指
標

単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア） 千円

箇所

国庫支出金

その他

職員割合

千円

千円

千円

千円

単位

箇所

千円嘱託臨時

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画

公共施設

箇所



一次評価結果

【ACTION】事務事業の改革・改善

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

必
要
性
評
価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

総合評価

今後の方向性

【CHECK】事務事業の一次評価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

評価理由

③前年度の改革・改善案

名称

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

④取組状況

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

有
効
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

円修繕費の縮減

国庫支出金

県支出金

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

千円

地方債

その他

千円

千円

千円

千円

千円

千円

人件費計（イ）

他課の協力分 千円

嘱託臨時

小施策

道路橋りょう費

単位

１　【事務事業の全体概要及び背景】

平成２６年７月の道路法改正により、
５年毎の橋梁の定期点検が義務付け
されたことから、定期点検のサイクル
を確立し、点検結果を基に修繕及び
計画的な架替を行い橋梁の適切な
維持管理に努め、修繕費等の縮減を
図る。

予
算
科
目

会計

５　事務事業の目的と手段

土木費一般

0

款 項

目
的

１　生活道路
小政策

政
策
体
系

政策

0

00 750

職員割合

千円

一般財源

事業費計（ア）

30,00012,360

関連計画

千円

千円

28年度（計画）

橋

総
合
計
画

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

0

0

0

施策

道路維持費
目

１　生活道路網の整備
細目名

４　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます

60

28年度（目標）

橋

0

単位

0

0

23年度（実績） 24年度（実績）

13,500 18,000

道路橋

道路橋

指標区分

人
件
費

時間外

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

25年度（目標）

60

750

26年度（実績）

0 0

5,760

29年度（計画）

22,000

24年度（実績） 27年度（計画）25年度（計画）

16,500

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

無し

負担金の有無実施手法

橋梁　288橋

H26 5年に一度の実施

記入日
所属部課名

○

共催者・関係団体

平成27年3月31日
都市建設部管理課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

5.5/10

国補助 国土交通省

新規・継続
事
業
期
間

開始年度 終了年度
補助率

新規

30,000 40,000

0.10

0

橋梁定期点検事業

6,600

道路橋

修繕費の縮減

H27事業計画

⑥
活動
指標

7500 0

0

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

活
動
指
標

事業費及び指標の推移

23年度（実績）

定期点検のサイクルを確立し、点検結果に基づき、計
画的に補修を行うことで信頼性の向上やコストの縮減
を図る。

26年度（実績）

【DO】事務事業の実施

円

12,360

0

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

対
象
指
標
成
果
指
標

0

27年度（目標）

60

2９年度（目標）

40,000

橋

0

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名 橋梁定期点検事業
―

維持管理事業

22
評価区分

評価事業

根拠法令

３　【年度目標】

・橋梁（２ｍ以上１５ｍ未満）の定期点検サイクルの確立（５年
毎）　　　　　　　　・業者に点検委託する橋梁と職員により点
検をする橋梁の仕分け

H28事業計画 H29事業計画
橋梁点検の実施及び計画策定（６０橋）・橋梁の点検実施及び計画策定

・前年度の点検結果に基づいた橋梁
修繕

・橋梁の点検実施及び計画策定
・前年度の点検結果に基づいた
橋梁修繕

単位

橋梁（橋長２ｍ以上１５ｍ未満）
道路橋

５年毎の定期点検を行い、修繕計画を策定し、修繕
等の費用の減を図る。

⑤
成果
指標

橋④
対象
指標



①改革・改善案

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

③前年度の改革・改善案

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

適切な業務である。

必要性

有効性

効率性

その他

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
業務の性格上、削減は難しい。

継続すべきである。

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分 現  状  維  持

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
適切である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
道路法に照らして、適切である。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》
有
効
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

1,000

成
果
指
標

10 10汚損・破損率0％を目指す

境界確認台帳
①対象
(働きかける相手・もの）

データ化する境界確認資料の件数

件
市道及び法定外公共物の境界の確定した資料を
データ化する。

5100照会業務対応時間／件

新規
―

内部管理事務

0

1.官民境界を確定したい申請者の申請を受ける
2.申請書類の審査をする
3.関係者との現場立会のもと境界を確認する
4.申請者が測量を行う
5.境界が確定した場合は、申請者に境界確定証明書を交
付する
6.申請書類を整理する

新規・継続

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

一般

0

単位

汚損・破損率0％を目指す

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

評価事業

事務事業番号 23

境界確認資料を紙ベースによる管理からパソコン管
理にすることにより、照会業務時間を短縮し、サービス
を向上させる。

会計

１　土地利用

土木費

事
業
期
間１　計画的な土地利用の推進

款 項
道路橋りょう費 境界確定データ作成事業

⑤
成果
指標

④
対象
指標

実施手法

記入日
所属部課名

―

0

重要事務事業
総合計画実施計画

事務事業性質 後期基本計
画重点視点

―直営

照会業務対応時間／件

平成26年3月31日
都市建設部管理課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

市単独

H26 Ｈ28 共催者・関係団体

終了年度開始年度

４　【事業費の内容（決算額）】３　【年度目標】
―

29年度（計画）

事業費及び指標の推移

28年度（計画）26年度（実績）25年度（計画）

0 0

07,442

7,442

データ化する境界確認資料の件数

5

0

0 000

0

1,8750

1,875

1,000

27年度（目標）

1,000

7,442

0

件

データ化された境界確認資料の件数

26年度（実績）

9,062

0

9,062

2９年度（目標）

0

27年度（計画）

道路橋りょう総務費
目 細目名 関連計画

根拠法令
負担金の有無

24年度（実績）23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

１　【事務事業の全体概要及び背景】

補助金の有無

指標区分

人
件
費

活
動
指
標

9,062

0

0

23年度（実績） 25年度（目標）24年度（実績）

0

0

0 1,8750.25

0

28年度（目標）

1,0000

10

事
業
費

予
算
科
目

時間外

総
合
計
画

１　広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

１　交流と地域の力を高める土地利用を進めます

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分 千円

千円

　官民境界確認事務は市が管理して
いる道路や法定外公共物と民地との
境界を確認する事務である。境界確
認申請があった場合、現地確認を行
うとともに公図や過去の境界確認
データを基に境界を決定し、関係地
権者の同意を得て、境界確定証明書
を作成する。このような資料が紙ベー
スのため、資料を探す時間、検証・更
新の時間に多くを要している。これら
を改善するために、過去の境界確定
資料のデータ化を実施する。

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

地方債

事業費

千円

千円

手
段

目
的

財
源
内
訳

県支出金

境界確定データ作成事業

対
象
指
標

単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア） 千円

件

国庫支出金

その他

職員割合

千円

千円

千円

千円

単位

件

千円嘱託臨時

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
・事業計画書作成 同左

データ化された境界確認資料の件数



一次評価結果

【ACTION】事務事業の改革・改善

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

必
要
性
評
価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分 現  状  維  持

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

総合評価

今後の方向性

【CHECK】事務事業の一次評価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

現行どおり継続
評価理由

③前年度の改革・改善案

名称

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

④取組状況

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

有
効
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

％復旧率

未完了箇所

国庫支出金

県支出金

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

千円

地方債

その他

千円

千円

千円

千円

千円

千円

人件費計（イ）

他課の協力分 千円

嘱託臨時

小施策

2公共土木施設災害復旧費

単位

１　【事務事業の全体概要及び背景】

平成２６年１０月に発生した台風１８号
の影響により生じた災害復旧工事の
実施。

予
算
科
目

会計

５　事務事業の目的と手段

10災害復旧費一般会計

0

款 項

目
的

小政策
政
策
体
系

政策

0

00 12,375

職員割合

千円

一般財源

事業費計（ア）

00

関連計画

千円

千円

28年度（計画）

人

96

総
合
計
画

事
業
費

財
源
内
訳

事業費

0

0

0

施策

1道路橋りょう災害復旧費

目 細目名

28年度（目標）

箇所

0

172

単位

0

0

23年度（実績） 24年度（実績）

箇所

災害箇所

市民数

指標区分

人
件
費

時間外

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

25年度（目標）

8

99,225

26年度（実績）

0 0

29年度（計画）24年度（実績） 27年度（計画）25年度（計画）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無

災害復旧予算　８６，８５０千
円

負担金の有無実施手法

災害復旧完了箇
所箇所（172箇
所）

Ｈ２６ Ｈ２６

記入日
所属部課名

―

共催者・関係団体

平成27年3月31日
都市建設部管理課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

新規・継続
事
業
期
間

開始年度 終了年度
補助率

新規

0 0

1.65

0

3道水路災害復旧事業（台風１８号関連）（単独）

災害箇所

未完了箇所

復旧率

H27事業計画

⑥
活動
指標

86,850

12,3750 0

0

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

活
動
指
標

事業費及び指標の推移

23年度（実績）

（仮）復旧工事（単独）

26年度（実績）

【DO】事務事業の実施

％

0

0

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

対
象
指
標
成
果
指
標

86,850

27年度（目標） 2９年度（目標）

0

箇所

0

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
道水路災害復旧事業（台風１８号関
連）（単独）

―

維持管理事業

24
評価区分

評価外事業

根拠法令

３　【年度目標】

災害箇所を把握し、復旧工事予算の確保。工事の発注。
（災害復旧箇所　１８０箇所）

H28事業計画 H29事業計画

単位

（仮）市民全般
市民数

箇所

（仮）安全で安心な市民生活のため災害復旧工事を
実施

⑤
成果
指標

人④
対象
指標



①改革・改善案

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

③前年度の改革・改善案

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

その他

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

資源配分

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》
有
効
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

成
果
指
標

箇所

（仮）市民全般
①対象
(働きかける相手・もの）

市民数

箇所

未完了箇所

（仮）復旧工事（単独）

箇所

％

0復旧率

新規
―

維持管理事業

84

2,484

災害箇所を把握し、復旧工事予算の確保。工事の発注。
（災害復旧個所　１個所）

新規・継続

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

一般会計

0

単位

実施計画・事務事業評価共通調書

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

評価外事業

事務事業番号 25

（仮）安全で安心な市民生活のため災害復旧工事を
実施

会計
10災害復旧費

事
業
期
間

款 項
2公共土木施設災害復旧費 1河川災害復旧事業（台風１８号関連）：管理

⑤
成果
指標

④
対象
指標

実施手法

記入日
所属部課名

―

0

重要事務事業
総合計画実施計画

事務事業性質 後期基本計
画重点視点

復旧率

平成27年3月31日
都市建設部管理課

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

H26 H26 共催者・関係団体

終了年度開始年度

４　【事業費の内容（決算額）】

災害復旧予算2,484千円
※予算額13,000千円を27年
度へ繰越明許（工事費）

災害復旧完了箇
所（1箇所）

３　【年度目標】

29年度（計画）

事業費及び指標の推移

28年度（計画）26年度（実績）25年度（計画）

0 0

00

市民数

未完了箇所

0

0 000

1

3,7970

1,313

27年度（目標）

0

0

人

災害箇所

26年度（実績）

0

0

0

2９年度（目標）

0

27年度（計画）

2河川災害復旧費

目 細目名 関連計画
根拠法令

負担金の有無

24年度（実績）23年度（実績）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

１　【事務事業の全体概要及び背景】

補助金の有無

指標区分

人
件
費

活
動
指
標

0

0

23年度（実績） 25年度（目標）24年度（実績）

0

0

0 1,3130.175

0

2,400

28年度（目標）

％

1

事
業
費

予
算
科
目

時間外

総
合
計
画

千円トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

他課の協力分 千円

千円

平成26年10月に発生した台風１８号
の影響により生じた災害復旧工事の
実施。

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

地方債

事業費

千円

千円

手
段

目
的

財
源
内
訳

県支出金

河川災害復旧事業（台風１８号関
連）：管理

対
象
指
標

単位

千円投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア） 千円

人

国庫支出金

その他

職員割合

千円

千円

千円

千円

単位

箇所

千円嘱託臨時

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画

災害箇所



一次評価結果

【ACTION】事務事業の改革・改善

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

必
要
性
評
価

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

総合評価

今後の方向性

【CHECK】事務事業の一次評価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

評価理由

③前年度の改革・改善案

名称

フォローアップ　前年度の課題や問題点 その他

④取組状況

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

有
効
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）


